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現在の全額免除と半額免除の制度に加え、保険料の４分の１または 4 分の３の額が免除となる

４段階免除制度が始まります。

これにより、所得に応じた免除制度を利用でき、保険料が納めやすくなります。

　免除や特例期間は６５歳からの老齢基礎年金を受けるための資格期間には算入されます

が、年金額は減額されます。あとから（10 年以内）納めれば通常納めていたのと同じ取扱いに

なり老後の年金を満額に近づけることができます。

　ただし、免除や学生納付特例・３０歳未満の若年者納付猶予の承認を受けた年度から２年

を経過した分を追納する場合は、当時の保険料に加算がつきますので早めの追納をおすす

めします。

制　　　度 前年所得の審査対象者 承認期間中に
納付する保険料

将来老齢基礎年金を
もらうときには？

年金課
電話　９７３－５４９８　
コザ社会保険事務所
電話　国民年金課 933-3437
　　　年金給付課 933-3439

～現況届けは毎年提出が必要です～

年金を受給している方へ

＊　現況届は年金をもらい始めて、2 回目の誕生月から届き

ます。

＊　60歳から特別支給の厚生年金を受給している方に届く

65歳時の現況届は、国民年金の裁定請求を兼ねたもの

なので、市民課で市長の証明が必要になります。

＊　現況届を提出しないと年金の支給が差止めになります。

＊　届かない場合・紛失した場合は、年金課またはコザ社会

保険事務所で現況届のハガキをもらい速やかに提出して

ください。 提出すれば支給差止めになっている年金を再

びもらうことができます。

将来の年金の受給額は

全額免除

４分の３免除

半額免除

４分の１免除

納付猶予

学生納付特例

本人・配偶者・世帯主

本人・配偶者・世帯主

本人・配偶者・世帯主

本人・配偶者・世帯主

本人・配偶者

本人

月額　　　　　０円

月額　３，４７０円

月額　６，93０円

月額１０，４００円

月額　　　　　０円

月額　　　　　０円

３分の１の金額が反映

２分の 1 の金額が反映

３分の２の金額が反映

６分の５の金額が反映

金額への反映は無し

金額への反映は無し

●

　国民年金には老後の年金だけではなく、障害者になったときの障害基礎年金や、夫が亡くな

ったときに子のいる妻が受ける遺族基礎年金があります。これらは免除や学生納付特例、若

年者納付猶予期間中も保障されており、減額されることはありません。

万一のときの年金は受けられます●

国民年金保険料
のお支払いは便利な

口座振替で !!

年金だよ
り

地域再生の核となる産業における
創業を支援します！

主な受給の要件

+ +創　業
事業計画の
認定

２人以上の
雇入れ

地 域 創 業 助 成 金

平成17年度
スタート

その他、要件を満たすと･･･

最短で創業後３ヵ月で支給申請できます!!

問い合わせ先 （社）沖縄雇用開発協会　電話098-891-8466

創業経費の支援
創業経費の２分の１を支給

雇入れの支援

◎創業とは◎
　サービス１０分野（※）や地域重点分野で、法人の
設立又は個人事業の開始が対象です

◎支給額◎
　１５０万～５００万円を限度として、創業から６ヵ月
以内にかかった経費２分の１が支給されます

（限度額は雇入れ人数等により異なります）

以下の事業を主たる事業として行う法人の設立又は個人事業の開業を行うこと。
①サービス10分野（※）
②地域が選択する重点分野
　　うるま市産業振興ＱＯＬ向上プロジェクト分野
（食料品製造業、その他の製造業、一般飲食店）

創業から６ヵ月以内に、都道府県高年齢者雇用開発協会まで地域貢献事業計画の申請を行
うこと。

次のいずれにも該当する労働者を２人以上（うち１人以上は非自発的離職者）を現に継続し
て雇用すること。
①常用労働者又は短時間労働者（うち１人以上は常用労働者）
②雇入れ日現在で65歳未満の者
③創業の日から１年６ヵ月以内に雇い入れた者
④雇入れから３ヵ月以上経過した者

※サービス10分野
　①個人向け・家庭向けサービス、②社会人向け教育サービス、③企業・団体向けサービス、④住宅関連サービス、
⑤子育てサービス、⑥高齢者ケアサービス、⑦医療サービス、⑧リーガルサービス、⑨環境サービス、⑩地方公共団
体からのアウトソーシング

１人あたり最大３０万円を支給
◎雇入れ◎
　 創業から１年半以内に雇入れた非自発的
離職者が対象です

※非自発的離職者とは･･･
　会社の倒産や定年など自らの意思によらずに前の
会社を離職した人です

◎支給額（１人当たり）◎
　常用労働者　　３０万円
　短時間労働者　１５万円

１．地域貢献事業の
 　創業

２．地域貢献事業
 　計画の認定

３．２人以上の
　 雇入れ
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